
（保）様式第４号

住所 〒

名称

氏名 印

住所 〒

名称

氏名 印

－ 平成 年 月 日

－ 平成 年 月 日

単独事業主 ・ 事業主団体 ・ 共同事業主

①常時雇用する労働者の数 ③主たる事業（大分類 ）

ア 小売業・飲食店

②資本金の額又は出資の総額 イ サービス業 ウ 卸売業

エ その他（ ）

④雇用保険適用事業所総数 ⑤④のうち他の都道府県に所在する事業所数

①構成員事業所数 所 ②事業所内保育施設利用事業所数 所

③構成員事業主の主な業種 ④すべての構成員事業主が中小企業事業主に該当 有 ・ 無

⑤雇用保険適用事業所番号 ⑥労働保険番号

①名称 ②所在地 〒

（TEL ）

③雇用保険適用事業所番号 ④労働保険番号

〒

計

人 人 人 人 人 人

（ 人） （ 人） （ 人） （ 人） （ 人） （ 人）

計

人 人 人 人 人 人

⑤学童保育の実施 有 ・ 無 有の場合 人

専任の保育士 保育士同等の者

人 人 人 人 人 人

㎡

（ ㎡）

体調不良児への対応 有 ・ 無

イ アが１１時間以上あり（ア－９時間＝ 時間）ア が １１時間 以上あり（ ア － ９ 時間 ＝ 時間） ⑪保育料の徴収月（日）額

ウ ア に 深夜時間 （ 午後 １０ 時 ～ 午前 ５ 時 ） あり （ 午後 １０ 時 以後の時間数 時間） 月額 ・ 日額

⑬運営開始（再開）年月日 平成 年 月 日

代理人が申請する場合は、上欄に代理人の記名押印等を､下欄に申請事
業主の記名（押印不要）を､社会保険労務士が申請する場合は､上欄に事
業主の記名押印等を､下欄に社会保険労務士の記名押印等をしてくださ
い。

申請事業主
又は

社会保険労務士
（提出代行者・
事務代理者）

（ ）㎡

㎡

時 分 ～ 時 分 （ア 時間）

オ ４歳以上児

⑨施設の延面積 内 訳

円

保育室

ウ ２歳児

乳児室

エ ３歳児

便所
調理室

（調理設備）

エ ３歳児

イ １歳児

年

円

か所

オ ４歳以上児

（定員増に伴う増築費（増
築又は建て替え）の場合、
既存の保育施設の定員）

⑥職員数２
保
育
施
設
の
概
要

⑧棟数及び階数 棟

主要な部分の構造

⑩保育時間

か所

区 分

(1)単独事業主又は
共同事業主の
場合

(2)事業主団体の
場合

認定年月日

［両立支援等助成金（事業所内保育施設コース（設置費・運営費・増築費））〕支給申請書

両立支援等助成金（事業所内保育施設コース）について〔設置費、運営費（運営形態（通常対応）・運営形態（体調不良児対応）・通常型運営・時間延
長型運営・深夜延長型運営・体調不良児対応型運営）、増築費（増築・建て替え）〕の支給を受けたいので、次のとおり申請します。

平成 年 月 日

○○労働局長 殿

申請事業主
又は

代理人

人

④現在の乳幼児数 ア ０歳児 イ １歳児

ア ０歳児③乳幼児定員

認定番号

申
請
者

①名称

１ 保育施設を所管
する事業所

⑦施設の構造 耐火 ・ 準耐火 ・ その他
造

処分制限期間

②所在地

ウ ２歳児

⑫所定労働時間 時 分 ～ 時 分

（ ）㎡

（定員増若しくは安静室
の増築又は建て替えの場
合、既存の保育施設の面
積）

㎡ ㎡ ㎡

（ ）㎡ （ ）㎡

㎡ ㎡

（ ）㎡ （ ）㎡

階建 階

安静（医務）室 その他

その他の職員

（みなし保育士：保健師 ・ 看護師 ・ 准看護師 ）

専任の看護師等専任の研修修了者専任の幼稚園教諭等



〔着 工〕 平成 年 月 日 ～ 〔完 成〕 平成 年 月 日

賃借の相手方名

賃借期間 平成 年 月 日 ～ 平成 年 月 日 賃借料 円／月

購入の相手方名

購入年月日 平成 年 月 日

施設の敷地の状況 面積 ㎡ 所有地・借地別

設置費の場合 増築費の場合
施設の建築面積 施設の増築面積

施設の建て替え後の面積

円 （共同事業主の場合、自社負担額 円 ）

円 （共同事業主の場合、自社負担額 円 ）

除いている ・ 除いていない

② ア 運営形態（通常対応）

イ 運営形態（体調不良児対応）

ウ 通 常 型 運 営

エ 時 間 延 長 型 運 営

オ 深 夜 延 長 型 運 営

カ 体調不良児対応型運営

③
ア C 賃借料 円

合計 （ （

（

（ （

イ 専任の看護師等の賃金 円 （ 円 ）

銀 行 フリガナ

支店 口座名義

信 用 金 庫

口座の種類 普 通 ・ 当 座 口座番号

役職 氏名 連絡先電話番号

円

平成 年 月 日 ～ 平成 年 月 日

㎡

円

イ（敷地の取得に要した費
用は除く）事業所内保育施
設分の額

ア（敷地の取得に要した費
用は除く）総費用の額

②工事の総費用

ウ 工事の総費用は、事業主負担分のみの経費であり、建物の所有者又は貸し主
負担分の費用を除いている。

今回の支給申請
に係る運営費(共
同事業主の場
合、自社負担額)

円 ）

イ 10年を経過する日

６ 記載担当者

円

0

円 ）

円 ）

円

５ 振 込 先

購入の相手方が、事業主等の代表者又は取締役の３親等以内の親族（配偶
者、３親等以内の血族及び親族）へ該当する。

該当する ・ 該当しない

㎡

所有地 ・ 借地 （所有者名 ）

施設が賃借の場合

４
運
営
費

A 専任の保育士（み
なし含む）の賃金

３
設
置
費
・
増
築
費

①
工
事
等
の
概
要

購入の場合

B 専任の研修修
了者の賃金

ア 運営開始日
（運営再開日）

①支給対象期間

0

円 ）

平成 年 月 日 ～ 平成 年 月 日

平成 年 月 日 ～ 平成 年 月 日

平成 年 月 日 ～ 平成 年 月 日

平成 年 月 日

今回の支給申
請に係る対象
期間

平成 年 月 日

平成 年 月 日 ～ 平成 年 月 日

工 事 期 間

円

円 ）

Ｄ 専任の保育士
同等の者の賃金

平成 年 月 日 ～ 平成 年 月 日



（保）様式第４号（続紙）

名称

所在地 〒

7 制度導入の有無

① ②

8 次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定・届出かつ公表・周知の有無

9 同一事由による他の助成金等の受給状況（今回支給申請に係る「保育施設」に対する他の助成金の受給及び受給

予定の有無について、該当するところを○で囲んでください。）

「保育対策総合支援事業費補助金」に係る認可外保育施設への改修費等支援

「子どものための教育・保育給付費補助金」に係る認可外保育施設への運営費支援

10

（２） 支給申請日までの過去３年間に、偽りその他不正の行為により雇用保険二事業に係る各種給付金等の

不支給措置がとられていることの有無

地域医療・介
護総合確保基
金による財政
支援

－

－
・医療従事者の勤務環境改善のための事業である院内保育所の運営
・介護従事者の子育て支援のための施設内保育施設運営支援事業である

介護施設・事業所における保育施設等の運営
－

－

職場定着支援助成金（個別企業助成コース・介護福祉機器等助成） 有 ・ 無 － 有 ・ 無

雇用創出基金事業における事業所内保育施設の運営に係る事業 －

－

－ 有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無
助成金等の名称

有 ・ 無
助成金等の名称

有 ・ 無
助成金等の名称事業所内保育施設の設置・運営等に係るその他の助成金等

（他の目的の施設を設置・運営等する助成金等であっても、助成金等の支給対象経費に事業所内保
育施設の設置・運営等に係る経費が含まれている場合を含む）

下記項目に関し、申請事業主又は事業主団体について、該当する場合は「有」を、該当しない場合は「無」をそれぞれ○で囲んでください。

有 ・ 無（１） 支給申請日の属する年度の前年度より前のいずれかの保険年度の労働保険料滞納の有無

項 目 該当の有無

有 ・ 無 －

－ 有 ・ 無

高年齢者雇用安定助成金（高年齢者活用促進コース） 有 ・ 無 － 有 ・ 無

子ども・子育て支援新制度における事業所内保育事業への給付（設置費には、減価償却費加算を含む） 有 ・ 無 有 ・ 無

中小企業障害者多数雇用施設設置等助成金 有 ・ 無 － 有 ・ 無

有 ・ 無

・医療従事者の勤務環境改善のための事業である院内保育所の整備
・介護従事者の子育て支援のための施設内保育施設整備支援事業である

介護施設・事業所における保育施設等の整備

子ども・子育て支援新制度における事業所内保育事業以外の事業への給付（設置費には、減価償却費加算を含む） 有 ・ 無

地域雇用開発奨励金 有 ・ 無 － 有 ・ 無

有 ・ 無 －

－

有 ・ 無

通年雇用奨励金（新分野進出） 有 ・ 無 － 有 ・ 無

有 ・ 無

区 分 設置費 運営費 増築費

両立支援等助成金（事業所内保育施設コース）支給申請書

申
請
日

平成 年 月 日

育児休業制度 有 ・ 無 育児のための短時間勤務制度 有 ・ 無

申 請 内 容 設置 ・ 運営 ・ 増築



（保）様式第４号（処理①）

平成 年 月 日 － －

支 給 ・ 不支給 決定年月日 －

円 イ 審査を経て算定された額

ウ 基準単価による費用の上限額

① × 2/3 ① × 1/3 ④の１／２

③支 給 限 度 額 円 円

円 円

－

支 給 の 種 別
（支給要領0602イの該当する各号）

施 設 の 規 模 ① １５人未満 ② １５～２０人未満 ③ ２０人以上
（現員又は定員のうちいずれか低い数）

② ①から減額する額 ア 定員の総数

（10人まで） （ロ）の事業主等のみ記載 （ロ）の事業主等のみ記載
定員の総数 定員の総数

（10人まで） （10人まで）

ア×イ×５千円 ア×イ×１万円

（①－②）×助成率（2/3又は1/3） （①－②）×助成率（1/2又は1/3）
1～5年目 2/3 ：(ﾛ)(ﾊ)(ﾆ)の事業主等 1～5年目 1/2 ：(ﾛ)(ﾊ)(ﾆ)の事業主等

6～10年目 1/3 ：(ﾆ)(ﾎ)(ﾍ)の事業主等 6～10年目 1/3 ：(ﾆ)(ﾎ)(ﾍ)の事業主等

ア 現員 イ 要件を満たした月数 ア 通常型 ア 通常型

（現員が定員を超える場合、定員）

ウ １人当たり年額 ウ １人当たり年額

イ 時間延長型・深夜延長型運営 イ 時間延長型・深夜延長型運営

ア×イ／12月×ウ A 延長時間数 A 延長時間数

ア 要件を満たした月数 B 深夜時間数 B 深夜時間数

イ 支給限度額 イ 支給限度額

ア／12月×イ （ア＋イ）×要件を満たした月数／12月 （ア＋イ）×要件を満たした月数／12月

⑥支給決定金額
（③～⑤のうち最も低い額）

⑦×助成率（2/3又は1/3） ⑦×助成率（1/2又は1/3）
1～5年目 2/3 ：(ﾛ)(ﾊ)(ﾆ)の事業主等 1～5年目 1/2 ：(ﾛ)(ﾊ)(ﾆ)の事業主等

6～10年目 1/3 ：(ﾆ)(ﾎ)(ﾍ)の事業主等 6～10年目 1/3 ：(ﾆ)(ﾎ)(ﾍ)の事業主等

ア 要件を満たした月数 イ 支給限度額 ア 要件を満たした月数 イ 支給限度額 ア 要件を満たした月数 イ 支給限度額

1～5年目 1～5年目

165万円 165万円
6～10年目 6～10年目

110万円 110万円

ア／12月×イ ア／12月×イ ア／12月×イ

⑩支給決定金額
（⑦、⑨のうち低い額：(ｲ)の事業主等）

（⑧、⑨のうち低い額：(ﾛ)～(ﾍ)の事業主等）

⑪運営費支給決定金額の合計（⑥＋⑩の合計） ，０００円

（ロ）６年～ （ハ）６年～ （ロ）～５年

×

0 円

0 円

月 0

円

月 ／ 12月

時間 時間

円

円

0

⑦対象保育施設の運営に要した費用 円 円

円0

円

（最長７時間）

時間 × 万円

0

③ ①－②の額：(ｲ)の事業主等

⑧ ⑦×助成率：(ﾛ)～(ﾍ)の事業主等

円 円

(①－②)×助成率の額：(ﾛ)～(ﾍ)の
事業主等

※ 運営形態（体調不良児対応）又は体調不良児対応型運営の場合、以下も記載

0

円 円

⑨支給限度額
0 月 ／ 12月 165万円 ／ 12月

0

円

円

× 万円万円

円

月

円

円

円

×時間 万円

５千円 ＝ ×

支

給

決

定

※

処

理

欄

中小企業事業主

円

（最長７時間）

0 円

⑤支給限度額
0 月

×

0

円

×

×

要件を満たし
た月数

0

要件を満たし
た月数

人 ×

円

人 ×

円

申請対象期間（申請対象期間の途中から運営を
開始した場合、運営を開始した日以降の月数）
における要件を満たした月数

月

人

中小企業事業主以外の事業主

円

⑤
支
給
決
定
金
額

，０００円

イ 要件を満た
した月数

0 月

円

人

（ニ） （ヘ）（ホ）

①助成対象設置費額

※ア～ウの最も低い額

中小企業事業主

② ①に助成率を乗
じた額 0

円

0

23,000,000 15,000,000

円

×

0

人

（ハ）～５年（イ）

受 付 年 月 日 受付番号

運
営
費

支 給 ・ 不支給 決定年月日 平成 年 月 日

円

円

円

／ 12月

審 査 結 果

設 置 費

審査結果 平成 年 月 日 決定番号

中小企業事業主以外の事業主

④ ②③のうち低い額

ア 事業所内保育施設分の建築
又は購入費用

①対象保育施設の運営に要した費用

×

決定番号

中小企業事業主
中小企業事業主
以外の事業主

0 円

0 月

④現員に現員１人当たり年額を乗じた
額

1,360万円

円

円

1,800万円

45万円

／ 12月

34万円

円

申請事業主の名称

0 月

１万円 ＝



（保）様式第４号（処理②）

－

ア 事業所内保育施設分の増築費用

円 イ 審査を経て算定された額

ウ 基準単価による費用の上限額

① × 1/2 ① × 1/3 ④の１／２

③支 給 限 度 額 円 円

円 円

ア 事業所内保育施設分の建て替え費用

円 イ 審査を経て算定された額

ウ 基準単価による費用の上限額

建て替え後の施設の定員（ 人）－ 既存の施設の定員（ 人）

建て替え後の施設の定員（ 人）

① × ② × 1/2 ① × ② × 1/3 ⑤の１／２

④支 給 限 度 額 円 円

円 円

ア 事業所内保育施設分の建て替え費用

円 イ 審査を経て算定された額

ウ 基準単価による費用の上限額

① × 1/2 ① × 1/3 ④の１／２

③支 給 限 度 額 円 円

円 円

（「設置費⑤」 + 「運営費⑪」 + 「増築費のア⑤、イ⑥、ウ⑤のいずれか」 の合計）

，０００

，０００円

円

23,000,000 15,000,000

23,000,000

本助成金の
要件を満た
す施設にす
るための既
存保育施設
の建て替え
（建て替
え）

※

処

理

欄

支
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